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１．クレーム(CLAIM)とは
　　クレーム(CLAIM)とコンプレイン(COMPLAINT)の違い；

　　クレーム：正当な権利に基づく要求

　　コンプレイン：正当な権利はなく、苦情を呈する又はいちゃもんをつける

２．クレームの代表的な例

　　手荷物預り書：

　　手荷物を持って飛行機で旅行をする場合、この手荷物をチェックイン

　　バゲッジ(CHECKED IN BAGGAGE)として荷物をカウンターに預ける時に預り証をもらう。

　　そして、到着地で荷物を引き取る時に、この預り証を提示して当然の権利として荷物を引き取る。 但し、引取り荷物が紛失していて荷物を引き取れない場合、当然の権利としてこの預り証を提示して荷物の引渡しを要求するクレームが出きる。

　　この荷物の預り証のことを英語ではCLAIM TAGと言 い、空港での荷物引取場所の
ことを英語ではBAGGAGE CLAIMと言う。
　　さらに、保険金請求書のことを英語ではINSURANSE CLAIMと言い、毎月の出来高請求書をMONTHLY CLAIMと言う。これらはいずれも当然の権利の行使である。

３．コンプレインの代表的例

· 通信販売などで購入した商品の返品：
クーリング・オフ制度で規定されている期限後の返品要求。
· 保証期限が過ぎた電気製品の無償修理要求など。

４．国際建設工事プロジェクトの代表的なクレーム(FIDIC契約に基づく)
５月１８日配布のテキスト参照のこと(５月２５日の講義には必ず持参のこと)。
①契約図書(CONTRACT DOCUMENTS)の不備：１．５条
契約図書を構成する書類は相互補完的に解釈されなければならないが、補完的に
解釈されない場合や、間違った情報や情報不足がある場合など。但し、契約図書の優先順位に従ってクレームは処理される。
なお、発注者が作成した図書に誤った情報や矛盾などがあった場合は、その責任は発注者にあるので、そのことに起因する損害や工期延長のクレームは、一般的に認められる。このことを、ラテン語でコントラプロフィレンテンの原則と言う。もちろん、このコントラプロフィレンテンは英語にもなっている。
②図面又は指示の遅延(DELAYED DRAWINGS OR INSTRUCTIONS)：１．９条
工事を遂行する上で必要な図面の発給や指示が適切な時点までに発行されない場合。
③物理的予見不可能な障害物又は条件(UNFORESEEABLE PHYSICAL OBSTRUCTIONS OR CONDITIONS) ：４．１２条
経験ある請負者でも、入札書提出日までに予見不可能と思われる物理的自然条件及び障害物などに遭遇した場合。土木工事では、特に地下(地質)条件が入札時に配布されたボーリングデータや地質図と実際の地質が違う場合(Unforeseeable Geological Conditions)が多く、クレームが発生する。
④人工的障害物又は条件(MANMADE OBSTRUCTIONS OR CONDITIONS)
：４．１２条
経験ある請負者でも、入札書提出日までに予見不可能と思われる人工的な障害物及び条件などに遭遇した場合。例えば、図面にない地下埋設物が発見された場合やその位置が図面に記されていた位置より大きく違った場合。
⑤発注者のリスク(EMPLOYER’S RISK)及び不可抗力(FORCE MAJEURE)
：１７．３条 & １７．４条、１９条
戦争、テロ、革命、暴動、爆発物、放射能、発注者の責任工事部分の
設計、予見不可能な自然力などに遭遇した場合。

⑥規定外の試験の要求(COSTS OF TESTS NOT PROVIDED FOR)：７．４条
規定外の追加・変更などの試験が要求され、その結果が契約に適合している場合。
⑦工事の中止(SUSPENSION OF WORK)：８．８条～８．１２条
請負者の責任によらない工事中止の場合。８４日間以上の中止で、
中断が工事全体に及ぼす場合は、請負者は契約破棄要求も出来る。
８４日以内に工事中止命令が解除された場合は、その間の工期延長及びスタンバイコストは認められる。
⑧占有供与の不履行(FAILURE TO GIVE POSSESSION)：２．１条
発注者が所定の期間内に現場への立入権及び占有権を請負者に
与えなかった場合。
⑨完成期限の延長(EXTENTION OF TIME FOR COMPLETION)
：８．４条 ＆ ８．５条
請負者の責任でなく工事が遅れた場合。例えば、期間の延長の権利を有する遅延理由がある場合、工事数量が大幅に増加になった場合、物理的予見不可能な障害物又は条件、例外的な異常気象、伝染病＆行政施策の変更に起因する予見不可能な要因もしくは物資の不足、発注者の遅延・妨害・予防行為、公共機関に起因する遅延など。
⑩遅延損害賠償(DELAY DAMAGES)：８．７条
請負者が発注者・エンジニア(工事監理者、日本では建設コンサルタントのこと)などの責任によらず工事完成期限に間に合わなかった場合、請負者は発注者に遅れた全日数に対し損害遅延金を支払わなければならない。但し、この一日あたりの金額及び上限は入札付属書に定められている。一般的には上限は契約金額の
１０～１５％。
⑪法制の変更(CHANGES IN LEGISTRATION)：１３．７条
契約基準日以降に、当該国の法律の変更又は法律解釈の公式変更があった場合、その変更によって生じる追加費用や工期延長は認められる。

⑫口頭指示(VERBAL INSTRUCTION)：３．３条
エンジニアより書面ではなく口頭指示があった場合、口頭指示があった後
２就業日以内に確認のための書面をエンジニアに出しておけば、追加費用や
工期延長が認められる。
⑬発注者から請負者へのクレーム(Employer’s Claim)：２．５条
発注者が契約書に基づいて請負者へクレームする権利。
５．クレームの手続き(PROCEDURE OF CLAIMS)：
５月１８日講義したFIDIC ２０．１条を参照のこと。
①クレームの告知(NOTICE OF CLAIM)
契約条項を準じて、クレームする意思をエンジニアに書面で規定された期間内(FIDICでは２８日以内)に伝える。この告知書面にはクレームの原因となる事態又は状況を記述しておくこと。
②当時の状況記録(COMTEMPORARY OF RECORDS)
請負者はクレームを実証するための状況記録を保管しておくこと。
③クレームの立証(SUBSTANTIATION OF CLAIMS)
請負者は工期延長及び追加コスト支払い要求の完全で詳細な根拠及び裏付け
資料を４２日以内にエンジニアに提出すること。
④クレーム手続きの不遵守(FAILURE OF COMPLY)
請負者が上記①～③を遵守しない場合、クレームは受け付けられない。
特に、①の期限内にクレームの告知をしなければ、完全にクレームは拒否される。
⑤クレームに対する支払い(PAYMENT OF CLAIMS)及び工期延長
クレームが認められれば、エンジニアは支払い証明書に認められたクレームの
金額を記載する。工期延長についても認められれば、８．４条「完成期限の延長」により手続きが行なわれる。
⑥クレームの解決方法
⑥-1．エンジニアによる決定
　　　エンジニアは、上記①～③完了後、クレーム図書を公平に審査し、クレーム
　　　を認めるか否かの決定を行う。
　　　さらに、クレームを認めた場合、その工期延長及び追加コスト支払いの査定
　　　を行なう。
⑥-2．ネゴによる解決
　　　上記⑥-１．によるエンジニアの決定に対し、請負者は不服がある場合は、
　　　エンジニア、発注者にその旨通知し、ネゴを申し出て、３者間でネゴを行い
　　　解決を図る。この方法が最適であるが、エンジニア及び発注者はなかなか
　　　クレームを認めず、また請負者もクレーム権を放棄しないのでまとまるまで
　　　に時間がかかる。
⑥-3．紛争裁定委員会による解決
　　　上記⑥-２．でも解決が出来ない場合は、２０．４条「紛争裁定委員会(DAB)
　　　の裁定の取得」に基づき、DABの裁定を求める。
⑥-4．和解
　　　紛争裁定委員会の裁定でも解決できない場合(不服申し立て)、当事者(発注者と
　　　請負者)間で和解による解決に努める。
⑥-5．仲裁
　　　紛争裁定委員会の裁定及び和解でも解決出来ない場合の次の手段としてパリの
　　　国際商業会議所(INTERNATIONAL CHAMBER OF COMMERCE)の国際仲裁に
　　　よる最終的な解決方法がある。

６．
代表的なクレームの例題
①契約図書(CONTRACT DOCUMENTS)の不備：１．５条
　埋設物調査。(別添サンプル参照のこと)
②物理的予見不可能な障害物又は条件(ADVERSE PHYSICAL
　 OBSTRUCTIONS OR CONDITIONS) ：４．１２条
　実際の地質条件が契約図書の地質図と違う場合。(別添サンプル参照のこと)
③発注者のリスク(EMPLOYER’S RISK)及び特別リスク(SPECIAL
　 RISKS)：１７．３条及び１７．４条
　２００１年９月１１日、アメリカ同時多発テロ(別添サンプル参照のこと)
④完成期限の延長(EXTENTION OF TIME FOR COMPLETION)：
　８．４条及び８．５条　(別添サンプル参照のこと)
⑤発注者から請負者へのクレーム(Employer’s Claim)：２．５条
　設計施工契約(EPC Contract：Engineering, Procurement and Construction 
  Contract)の場合の構造設計書偽造及び手抜き工事 (別添サンプル参照のこと)
７．クレーム成功の秘訣(請負者側の立場において)
①入札時
●入札時の見積時に契約後に発生するであろうクレーム予想リストを作成して
　おくこと。出来れば予測金額まで計算しておくこと。
●施工計画書には、必ず主要工事の歩掛(PRODUCTIVITY)、１日当りの
　作業時間、作業日および祭日や降雨日数を考慮した月別・年間作業日を入れて
　おくこと。これらが将来クレームの追加コストの算定や工期延長の算定の基礎
　となる。契約書に添付する工程表は工期延長クレームの算定に役立つマイクロ
　ソフトプロジェクト(Microsoft Project)又はプリマベラ(Primavera)と言う
  ソフトを使用して、クリティカルパス(CPM: CRITICAL PATH)が分かるよう
  にしておくこと。
  残念ながら、日本人建設技術者でこのソフトを使える技術者は非常に少ない。
　一方多くの欧米先進国の技術者はこれらのソフトを使える。
②契約ネゴ時
●発注者及びエンジニアより聞かれないことには、こちらからあえて説明は
　しないこと。但し、時系列的に発生した事項やレターはかならずまとめて整理
　しておくこと。
③契約後(工事中)
●クレーム担当者を決めること。
●クレームをサポートしてくれる本社スタッフ、外部専門家(地質学者など)、
　弁護士を決めること。
●クレームリスト及びファイルを作成。
　クレームリストの番号はエンジニアとあらかじめ合意して決めておくこと。
●クレーム告知(Notice of Claim)、状況記録(ﾚﾀｰなどのCorrespondence)、立証の
  ための根拠・裏づけ資料(写真などの証拠：Evidence)などは契約書に定められ
　た期限内に必ず作成して、エンジニアに提出すること。さらに、クレームが
　解決するまで、毎月資料を添付してエンジニアへ請求書(Monthly Claim)を
　提出し続けること。
●上記の図書をクレーム毎にファイルにまとめ、パッケージとしてネゴ開始前に
　エンジニア及び発注者に提出して相手側にクレーム内容を十分に理解して
　もらうこと。
④ネゴ事前準備

●ネゴ用資料整理
まず始めにクレーム毎の資料を再確認、不足のものがあれば揃えておくこと。
●ネゴ工程表作成
クレームごとのネゴ開始から解決までの工程表を作成して、この工程表に基づき、ネゴメンバーの手配、資料の整理などしておくこと。
なお、エンジニア及び発注者にもこの工程表のコピーを渡しておくこと。
●ネゴ戦略・戦術作成
ネゴに先立ち、ネゴに望む戦略・戦術をネゴチームの幹部で検討し作成しておくこと。この戦略・戦術をネゴチーム全員に説明して徹底しておくこと。
●ネゴメンバーの選定と役割の決定
司会者(CHAIRPERSON)、メインスピーカー(MAIN SPEAKER)、決定者(DECISION MAKER)、専門家(SPECIALIST)、通訳(INTERPRETER)、議事録作成者(MINUTES RECORDER)などを決めておくおこと。
メインスピーカーはネゴに関する書籍(例えば、交渉術)などを読んでネゴ術を勉強しておくこと。
ネゴ時の席順も決めておくこと。
●クレームチームは出来るだけ、現場の日常業務はせず、クレーム資料作成、
　ネゴ資料作成、ネゴ戦略・戦術作成などの業務に専念すること。
⑤ネゴ当日の対応
●身なりは正装でスーツを着てネクタイもしておくこと。
●席順及び各自の役割は、事前の決定どおりとする。
●自己紹介は議長(通常は発注者の担当者)の指示に従って行なうこと。
　なお、ネゴ開始前または終了後名刺を交換しておくこと。
●議長の指示によりクレームの説明(PRESENTATION)を行なうこと。
　出来ればOPHまたはPOWER POINTを使用して、メインスピーカーが
　分かりやすく説明すること。
●ネゴ中、メインスピーカー以外で発言したい者がおれば、その旨メインスピーカーに申し出て、内容説明をして了解を取り、発言のこと。
　一般には、メインスピーカーより指名がない限り勝手に発言しないこと。
　メインスピーカーは自分の戦略・戦術にて交渉をしているので、仲間が勝手に
　しゃべられると困る場合がある。
　これは非常に大事なことで、日本人はメインスピーカーの了解をとらず勝手に
　発言する場合が多い。
●相手側のミスに基づくクレームは、出来るだけ相手に傷を付けないような話を
　するよう心がけること。即ち、相手の顔に泥を塗るようなことをすれば、
　感情的になり、その他のクレームでも査定が厳しくなる。金額が多くない場合
　は、相手に花を持たせることも大切で、金額の大きいクレームでGIVE AND 
　TAKEの交渉をするように持って行く方法もある。
　例えば、エンジニアの設計間違いや発注者の書類発行の遅れなど。
●ネゴでは最初は簡単には妥協せず、タフなネゴを行なうこと。
●ネゴの途中、回答に困った場合は、通訳をすると相手に断って、通訳中に回答
　についても内部打ち合わせを行い回答すること。即ち、通訳時間を利用して
　回答を考える。クレームネゴでは、最終的には妥協(COMPROMISE
　SOLUTIONとかAMICABLE SOLUTION)を常に心掛けておくこと。
●ハードネゴでは、交渉中に暗礁に乗り上げる時もあるが、このような時には
　休憩時間を要求して、チーム内で打開の検討を行なうこと。
　場合によっては、当日のネゴは中止とし、次回のネゴを要求する。
●ハードネゴでは、相手が理不尽にどうしてもこちらの要求を聞かない場合は、
　ジェスチャーで席を立ち、交渉を中断することも必要。国際ネゴでは決して
　遠慮する必要はない。これくらいしないと日本人はなめられる。弱腰(？)の
　ネゴでは、初めから相手になめられる。
●但し、ネゴとはどこで妥協するかがポイントで、常に強硬な態度だけでは
　決してまとまらない。交渉が決裂しないよう常に妥協点を見出すようにネゴを
　続けること。
●妥協点が見つからない場合(即ち論拠の理非にグレイゾーンのあるクレーム)は、
　そのクレームはその時点で保留して、次のクレームネゴへ進むこと。そして、
　最後に妥協点の見つからないクレームだけをまとめて、再度ネゴを行い、
　発注者と請負者のトップ同士でGIVE AND TAKEの交渉で政治的解決を
　図ること。即ち、この時点ではクレームの論拠が正しいか否か(理非：MERIT)
　の話ではなく、トータルでいくらかの話をすること。理非(MERIT)の理由付け
　はあとでなんとでもなるもの。
⑥ネゴ後の対応
●議事録は早急に書き、出来れば次の日に提出すること。
●次回のネゴの日程、戦略・戦術を立て、準備にかかること。
⑦その他
●東南アジアの国では、日本と同じように根回しが効くので、この手法も用いる
　こと。但し、フィリピンではあまり効かない。
８．模擬ネゴ演習
①紛争項目選び
②グループ分け
③グループ内メンバーの役割決定
④資料準備
⑤ネゴ開始

添付資料：クレームレターサンプル集
添付資料（１）：埋設物調査
添付資料（２）：実際の地質条件が契約図書の地質図と違う場合
添付資料（３）：発注者のリスク（２００１年９月１１日、アメリカ同時多発テロ事件）
添付資料（４）：完成期限の延長
添付資料（５）：発注者から請負者へのクレーム(設計施工契約(EPC Contract)における
耐震設計偽造及び手抜工事事件)

